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平成 24 年度大学間連携共同教育推進事業 

「学都いしかわ・課題解決型グローカル人材育成システムの構築」 

FD・SD 共同プロジェクト先進事例調査 

２０１３年２月２１日 

立命館大学 大学行政研究・研修センター 

 

１．訪問調査 

 

訪問日時：2月 25日（月）10:00～12:00（予定） 

  訪問場所：立命館大学 大学行政研究・研修センター（朱雀キャンパス） 

  訪問者：金沢学院短期大学ライフデザイン総合学科教授   松井 良雄 

      （〒920-1392 石川県金沢市末町 10） 

金沢工業高等専門学校事務局長   山岸 徹 

（〒921-8601 石川県金沢市久安 2-270） 

      北陸先端科学技術大学院大学教育支援課総括・企画係長  戸田 克己 

      北陸先端科学技術大学院大学大学院教育イニシアティブセンター副センター長  林  透 

      （〒923-1292 石川県能美市旭台 1-1） 

 

２．ご説明メモ 

 

（１） 活動の概要 

 

   校正紙（別紙「大学幹部職員（大学アドミニストレーター）養成プログラムの記録（2005

～2012 年度の）」。以下校正紙「記録」という）の「(1) プログラムの説明」の「１、３

～６」（P.1・2）をご参照ください。 

 

（２） 活動の特色 

 

   活動の特色は、立命館大学の学事日程にそって毎金曜日の午後にゼミ、大学行政論Ⅰ・

Ⅱ、政策立案演習の「３講時」の時間割を組み、通年のプログラムとしていることです

（校正紙「記録」の「資料Ｂ 大学幹部職員（アドミニストレーター）養成プログラム

の時間割」と同「資料Ｃ 大学行政論一覧」と同「資料Ｄ 2011・2012 年度学事日程」。

P.4～14）。江原先生のお話しで 12単位分に相当するとのことです。 

 

   もっとも大きい活動の特色は受講生が政策立案演習（参考資料１「政策立案演習で狙

っていること！－大学アドミニストレーター養成プログラムの『活かし方』」）において

政策論文を書き上げることです。 

政策論文とは、プログラムの受講者が、①職場の「積年の課題」「なかなか手のつけら

れなかった課題」「学園あるいは職場の重点課題」あるいは｢大胆な発想で大学の制度や

組織や機構などの改革｣を研究テーマとし、②「具体の問題を、具体に解明し、具体に
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（政策的に）解決する」（受講生は「具体三原則と呼んでいます）政策を 1 年間かけて

調査研究し、③研究論文の形式を借りた「政策論文」あるいは「調査報告書」としてま

とめるものです。「具体に解明し」のところでは必ず研究対象の実態の調査・分析（第

一次資料の作成）を義務付けるようにしています（参考資料２「『２０１２年度（8期生）

大学アドミニストレーター養成プログラム』ガイダンス（メモ）」、参考資料３「政策立

案演習の発表に当たって－受講生への連絡と上司の方へのお願い」）。 

政策立案演習では、受講生は構想発表、中間報告、プレ中間報告、最終報告（審査会）

の発表、報告が課せられています。受講生の発表、報告に対し、審査会である最終報告

を除いて他の受講生と聴講生からの質疑応答の後、大学教員のアカデミックアドヴァイ

ザー(2012 年度は江原武一先生)と専任研究員から論文の練り上げにかかわってコメン

トをします。また、受講生はこのコメントと受講生と聴講生からの「意見・助言レポー

ト」を参考にしながら、ゼミを担当する専任研究員の指導と職場での検討や上司の指導

などを受けて政策論文を練り上げていきます。 

 

講義形式である大学行政論Ⅰ(学園の部次長が所管事項について講義するもの)・大学

行政論Ⅱ（高等教育の研究者や専門家が講義する）と特別講義には毎回「受講レポート」

を、政策立案演習では「意見・助言レポート」の提出を義務つけています（参考資料４

「２０１２年度『大学アドミニストレーター養成プログラム』のレポートについて」）。

この二つのレポートはともにＡ４一枚以内ですが、毎週、書くことによって文章力がつ

いた、あるいは文章を書くことが億劫ではなくなった（書きなれてきた）という共通の

感想が毎年、受講生から寄せられています。 

 

（３） 体制 

 

①体制 

  ・校正紙「記録」の「(2) 記録」の「資料Ａ 大学行政研究・研修センターの体制」（P.4）

をご覧ください。 

  ・兼務の専任研究員は職員人事事項として任命されます。 

 

 ②大学アドミニストレーター養成プログラムの企画立案プロセス 

  ・センター長は理事長です。このこともありプログラムの企画立案や実施は、実質的に

大学行政研究・研修センター副センター長かつ専任研究員である伊藤（総務部担当部

長と兼務）と専任研究員である本村（総務部担当次長・ＢＫＣキャンパス事務局長と

兼務）が相談しながらプログラムを企画立案しています。 

・重要な企画はその都度大学行政研究・研修センター副センター長である江原武一先生

（立命館大学教育開発推進機構 教授）と相談しながら進めています。特に大学行政

論Ⅱの講師の選定は上記の両名が原案を作成し、副センター長である江原武一先生（立

命館大学教育開発推進機構 教授）に助言をいただきながら確定しています。 

  ・次年度は少し変わりますが、プログラムの基本となる授業等の学事日程は立命館大学

の学事日程と同じく年３０回の授業としています。 
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  ・プログラムが職員研修の一環ですので、プログラムの学事日程、大学行政論の講師陣、

審査会と審査員（部次長クラス）、最終審査会と審査員（副総長・常務理事クラス）、

最優秀者と優秀者などはその都度、部次長会議に報告しています。合わせて必要なも

のは全職場に部次長メール、課長・事務長メールで報告・連絡しています。 

 

③大学アドミニストレーター養成プログラムの実施責任者と業務 

  ・プログラムの定員は、専任研究員３名、専任研究員毎のゼミに所属する受講生が６名

で、計 18名です。これまでの状況は校正紙「記録」の「(1) プログラムの説明」の「２」

（P.1）をご参照ください。 

  ・上記しましたように実施責任は兼務の両名が負っています。兼務の専任研究員は職員

人事事項として任命されます。勤務は両名とも木曜日と授業日である金曜日をセンタ

ー勤務としています。その他の曜日は人事課の職員一名が人事課勤務と兼務して事務

局を担当していますが、センターの日常の実務や受講生、聴講生、大学行政論担当の

講師などとの連絡はセンターの契約職員（一部人事課の仕事を担当しています）が担

っています。 

  ・専任研究員の負担の大きな部分は、ゼミに配属された受講生の政策立案演習における

発表（構想発表、中間報告、プレ最終報告、最終報告）に向けての論文指導（相談、

添削、指導など）です。 

  ・実務の業務負担としては、学部で受講生が１０数名の二科目程度の実務負担と、講師

が毎回変わる半期の一科目を担う実務負担が日常の主なものとなるとお考えいただけ

ればよろしいかと思います。その他、学部事務室の授業運営と同様の細々とし他業務

（教室の確保と授業準備、レポートの受付やその講師・受講生・聴講生などへの送付、

講師への依頼やレジメの受取・印刷、各種の受講生・聴講生の連絡など）と海外調査

研修の旅行社との連絡や各種の手配、紀要発刊の事務など）がありますが、基本的に

事務的に定型的に処理できるものでそう大きな負担となるものではないように思いま

す。 

 

（４） 受講生と聴講生 

 

①学内参加者の選考プロセス及び学外からの研修生受入れのプロセス 

 ・受講生と聴講生の状況は、校正紙「記録」の「(1) プログラムの説明」の「２」（P.1）

をご参照ください。 

  ・受講生は職場（課長・事務長と部次長）からの推薦によって応募します（参考資料５

「2012 年度『大学アドミニストレーター養成プログラム』受講生募集について」）。

人数が多い場合には選考することになっていますが、これまで１期生（2005 年度）を

除いて定員内の応募に終わっています。この理由は、プログラム受講と業務との両立

の「しんどさ」、職場全体が忙しい中のプログラム参加、すなわち金曜日の午後職場

を離れる（仕事ができない）ことに対する職場への遠慮、４期生（2008 年度）までは

プログラムの終了が午後 7時半や８時になるため女性職員が参加しにくかったことな

どです。 
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  ・受講生の受講は、2009 年度以降、プログラムを勤務時間内終えるようにしたことによ

り、それまで研修が仕事であるのかどうかがやや曖昧でしたが、明確に仕事として研

修に参加すると位置づけました。 

  ・近隣大学を中心に約 200 強の大学にプログラムの聴講のご案内を１（２）月頃に差し

上げています。過去三年間を平均しますと、毎年１７大学から２７名（通年、半期の

みの延人数）の方が受講されています。特に福井大学は毎年、通年組みと半期組みに

分けられ計画的に５～７名の聴講生を送られています。 

 

②参加者への研修前の情報提供や研修後のフォローの有無 

  ・受講生は毎年３月に 1時間程度の事前のガイダンス（オリエンテーション）を行って

います。一昨年からはガイダンス（オリエンテーション）後に丸一日使って調査設計・

統計解析の授業を入れています。 

  ・研修後のフォローは特別に行っていません。フォローに近いものとして政策論文で職

場で実践されたもの（政策論文の提起通りかどうかは別にして、政策論文の政策が職

場で形になったもの）を「政策論文、その後」として簡単な報告会を行っています。 

  ・受講生は時々、期生毎に集まって飲み会を行っているようです。また、ある期生は聴

講生との方々も含めて飲み会を行って懇親や情報交換を行っているようです。 

 

③参加者の意欲向上につながる取組や工夫 

  ・受講生の大きい動機の一つ（？）として、その年度の最優秀者となれば次年度以降に

１年間の海外留学ができることがあるかもしれません。 

・プログラムの当初の名称は「大学幹部職員養成プログラム」であり、その募集要項に

課長・事務長昇進の条件の一つとなると記されていたこともあります。このことがと

いうことは内容に思いますが、実際に受講生の中から課長・事務長に昇進したものが

数多くいます（受講した専任職員 98名のうち現在、課長・事務長の職にあるものは

22名（課長・事務長に占める割合は 22/94＝23％）。これは、そもそもプログラムの

受講条件からいえば、年齢は 30歳前後くらいで職場の中堅クラス（課長補佐クラス）

を対象としていたことにもよるものと思われます）。 

 

（５） 予算 

 

  ・センターの予算は専任研究員の人件費を除いて 1,800 万円です。これは受講生は１８

名、海外調査・研究は欧米、そして政策論文を集めて単行本として発刊することなど

を含んだ額となります。 

・現在のように受講生は１０名前後、海外調査・研修は中国、韓国、そして単行本を発

刊しないとしますと、実際の執行は１千万円弱程度となります。予算との差は、プロ

グラムの受講生が確定するのは２月であり、その時点ではすでにセンター予算が確定

していることによります。 

・大きい支出項目（2011 年度実績は、APU 受講生（２名）の旅費・講師依頼旅費・大学

行政管理学会参加旅費など 280 万円、海外調査・研修 240 万円、学外講師等の旅費・
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謝礼（アカデミックデイスカウントで一回５万円）約 130 万円、紀要発刊・発送約 160

万円などです。 

 

（６） 大学アドミニストレーター養成プログラムの成果 

 

 ①成果の社会的発信 

  ・大学行政研究・研修センター紀要『大学行政研究』を発刊し、４５０部（過年度の聴

講生、行政管理学会の役員、大学マネジメント研究会の役員、私立大学連盟加盟校な

ど）配布しています。 

  ・受講生の政策論文は紀要『大学行政研究』に掲載しています。同時にセンターの HP

にアップし、そこでも読むことができます。 

・受講生の政策論文はそのいくつかをテーマごとにまとめて単行本として出版していま

す。 

『もうひとつの教養教育－職員による教育プログラムの開発』近森節子編著（東

信堂 2007/1/30） 

『政策立案の「技法」－職員による大学行政政策論集』伊藤昇編著（東信堂 

2007/9/30） 

『大学行政政策論－職員がつくる教育と研究の新たな仕組み』近森節子編著（東信

堂 2011/1/20） 

・2005 年度の大学行政論Ⅰ（学園部次長の講義）の講義を『大学行政論Ⅰ』（2006/1）、

『大学行政論Ⅱ』（2006/4）としてとりまとめ東信堂より出版しました。 

 

②受講生への効果と今後の課題 

・受講生へのプログラムの効果は、校正紙「記録」の「(1) プログラムの説明」の「７」

（P.2・3）と同「資料Ｆ プログラムの効果の調査（集約１）」、「資料Ｇ プログラ

ムの調査（集約２：「役立っていること」（記述回答））」および「資料Ｈ プログラ

ムの調査の効果（変化（行動変容）－受講生自身が変化を自覚した、上司が受講生

に変化が見られた、受講生と上司が一致して共に変化が見られたとした回答の集

約）」をご参照ください。 

・その他に、大学行政論Ⅱで大きく学園を取り巻く情勢や課題を認識できた、大学行

政論Ⅰや受講生の政策論文の発表や報告により他部課の業務の到達点や成果あるい

は課題を認識できた、また、全学あるいは全学園的視点が持てたなどが毎年、受講

生から聞かれる声です。さらに、プログラムに参加することにより、受講生間や他

大学の聴講生の方々との仕事のネットワークを作れたということも毎年の恒例の声

です。 

   ・受講生としての今後の課題は大きくは三つあるように思います。 

第一は受講生が自らの業務と職場の課題においてプログラムで学んだことを活か

して具体に業務を改善・改革したり、新しい業務を創造したりして、直接あるいは

間接に学生の「学びと成長」の促進など、仕事の実績を作り出しすることです。こ

れには二つの内容があります。一つは「具体の問題を、具体に解明し、具体に（政
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策的に）解決する」という仕事を調査・研究的に進めるという力量を身につけるこ

とです。｢具体に解明し｣を強調しているのは、そうすれば目標が具体に定まり、仕

事の到達点や成果が具体に測定、評価できるからです。もう一つは実態の調査から

解明するためには調査設計と統計解析の基礎を身につけることです。 

第二は、学園の政策や取組みに対して「具体の問題を、具体に解明し、具体に（政

策的に）解決する」（具体三原則）の観点から積極的に補完・補強あるいは豊富化

して、政策や取組みの実効性を高めることです。 

そして、第三はこれらの受講生の仕事振りを通じて他の職員に影響を及ぼし育てる

ことです。 

   

 

以上 



平成 24 年度大学間連携共同教育推進事業 

「学都いしかわ・課題解決型グローカル人材育成システムの構築」 

FD・SD 共同プロジェクト先進事例調査メモ 

          （※注 事前の回答文書と参照願います） 

 

訪問日時：2月 25 日（月）10:00～12:15 

  訪問場所：立命館大学 大学行政研究・研修センター（朱雀キャンパス） 

  対応者：立命館大学 

       大学行政研究・研修センター副センター長  伊藤 昇 

       （総務部担当部長） 

大学行政研究・研修センター専任研究員   本村 廣司 

       （総務部担当次長、BKC キャンパス事務局長） 

 

訪問者：金沢学院短期大学ライフデザイン総合学科教授   松井 良雄 

金沢工業高等専門学校事務局長   山岸 徹 

      北陸先端科学技術大学院大学教育支援課総括・企画係長  戸田 克己 

      北陸先端科学技術大学院大学大学院教育イニシアティブセンター副センター長  林  透 

   

 

【質問事項（事前送付分）】 

●大学アドミニストレーター養成プログラムの企画立案プロセス 

 

 2000 年度以降の全国での大学アドミニストレーター養成の大学院設置が相次ぐ中で、立

命館大学においても、川本八郎理事長（当時）の指揮のもとに、大学院設置構想を検討し

始めた。 

 実践力が身に付く大学アドミニストレーター養成をコンセプトに検討を進めたが、なか

なかメドがつかない中で、立命館大学のリム・ボン先生が設計された政策立案を目的とし

たプログラムを出発点として、当該プログラムの実施を始めた。 

  

 とにかく、職場に存在する現実的なテーマ（ノミの金玉）について徹底的に追求するこ

とに時間を割くようにしている。このテーマの設定こそが肝心であるとのことであった。 

 

 事務組織の各部・課長が大学行政論Ⅰにおいて講師を務めるが、この協力体制の整備に

は、学内は協力的であった。日常的に、部・課長は会議の席上等で発言を行う組織文化が

あり、抵抗感を生じるものではなかった。また、大学行政論Ⅰを通して、他の部・課の職

務内容が見えるようになるということで好評である。 



●大学アドミニストレーター養成プログラムの実施責任者の権限や業務負担 

 

 専任研究員の力量やきめ細かい指導助言が、本プログラムを大きく支えている印象を強

くした。伊藤専任研究員は財務部長等を歴任し、本村専任研究員は BKE 事務局次長を務め、

学内事情に精通しており、その力量や経験知は計り知れない印象を受けた。 

 

 その中で、2人の専任研究員が大切にしている事項は以下のとおりであった。 

 

伊藤専任研究員・・・「その分野の専門家になれ」   

        受講生との徹底的な対話（相互作用）を通して論点を追求する。構想発 

表から中間発表まではその繰り返しである。 

        受講生が何をしたいかを気付かせるようにし、とにかくやりたいと思う

ことを論文にまとめさせるようにしている。 

        「小利口さんは小さくまとまるだけ」「まじめ、素直、コツコツ」が 

       大切である。言われるとおりにやる者は伸びる。  

 

本村専任研究員・・・プログラム自体が 10 カ月という限られた期間であり、そもそも飛躍 

的な論文を書き上げることは不可能である。その点で、しっかりとしたテ 

ーマに絞ることが最も大切である。 

 

 

●大学アドミニストレーター養成プログラムの継続性担保の方策（必要人員や経費を含む） 

 

 1,800 万という事業予算は、本プログラム立ち上げ時から確保している金額であり、大き

な影響を受けていない。 

 APU からの受講生にも毎回の出張経費等を負担している。 

 

 

●大学アドミニストレーター養成プログラムに関する広報活動や成果発信 

 

 政策立案論文を最終的に紀要に掲載し、適宜、出版化をして、その成果を公表している

ことの意義は大きい。 

 大学コンソーシアム京都が実施していた大学アドミニストレター研修と違い、プログラ

ムの成果が見える化している。 

 その意味は、対外的な質保証の効果と受講生をエンカレッジする効果の二つの要素があ

るように感じた。 



●学内参加者の選考プロセス及び学外からの研修生受入れのプロセス 

 

 当初の幹部職員養成プログラムと現在の大学アドミニストレーター養成プログラムにお

いて、受講資格そのものの大きな差異はない。 

 学内参加者としては、30 歳程度、2部署程度の職務経験が必要である。社会人経験を経

て大学職員に採用され、年齢的には 30 歳前後のものでも、大学全体のことが分からない状

況で本プログラムを受講した場合に、苦労しているケースが見られる。現場における問題

発見・探求といった点で不利に働くようである。 

 現在の募集要項では、「4年以上の職務経験」を掲げている。  

 

 受入側としては、学部事務部の担当者の受講を期待しているのだが、勤務状況の関係か

らなかなか受講がかなわないケースが見受けられる。 

 学部事務からの政策を出してほしいというのが本音である。 

  

 学内での人材育成として、現在、育成型人事制度というコンセプトで、大学行政研修・

研究センターが関与していく構想を検討中である。 

 

 学外からは、福井大や奈良先端大からの受講生を聴講生として受け入れている。国公私

立大学の職員が交流できる点で効果的である。 

 

 

●参加者への研修前の情報提供や研修後のフォローの有無 

●参加者の意欲向上につながる取組や工夫 

 

 知識を詰め込み型ではなく、受講生の行動変容を促す取組こそが、Development そのもの

なのだろう。実効性を発揮することになる。 

 

 危機感を煽ること（自分の大学がいつ潰れるか分からないぞ）、外を見ること（国内外の

事情を実地で見ること）が大切である。  

 

 大学アドミニストレーター養成プログラム自体は、教員にも大筋好意的に見られている

印象がある。ただし、受講生の政策提案に反論する教員も存在する。 

 受講生が教学関係の政策論文をまとめる際には、プロセスにおいて関係教員と相談しな

がら作業を進めるようにしている。あくまで、現場ベースの論理展開に努めることにして

いる。 

 



 立命館自体、規模の拡大や業務の細分化により、職員自体が共通体験する機会が非常に

少なくなっている。その点で、本プログラムは、他部署の同僚と同じ場所で学び合えるこ

と、さらには、他大学の職員と交流できることが大きなメリットである。  

 また、時間外でのインフォーマルなネットワークも広がっている。 

 

 

【追加での個別質問事項】 

◆日本の大学における大学アドミニストレーターの定義付けや期待される役割 

◆日本の大学における大学アドミニストレーターの実際と現実的課題 

 

  教員は教育研究に専念し、大学アドミニストレーターが大学経営において責務を果た 

すことが効果的である。 

 カリキュラム設計においても、特に初年次教育などは、大学アドミニストレーターが 

企画立案した方が、学生のためにも、大学のためにも効果的ではないかと考える。 

 

 

◆共通的・標準的プログラム設計を目指す見込みはないのか（他機関への更なるオープン

化） 

 

  立命館大学内での政策立案を目指しているコンセプトから、現在のように、プログラ

ムの一部について、聴講生受入れする体制が最適と考える。 

 

 

◆大学院教育課程への発展を目指す見込みはないのか。 

 

  具体的な計画は未定だが、将来的な目標として掲げておきたい。 

 

 

◆大学職員における学位（修士・博士）修得の将来的有用性についてどのようなお考えを

お持ちですか。 

 

  アメリカなどは、学位取得が採用要件になっているようだが、必ずしも資格要件とは 

 考えていない。 

  なお、本学でも、大学アドミニストレーター養成プログラムを修了して、国内外の大

学院に進学する者がいる。 

 



◆プログラム内容に関する学内ニーズや社会的ニーズをどのように把握し、反映するよう

にしていますか。 

 

  毎年度、時機に合ったテーマを講義科目として設定し、その分野の第一人者を講師に

招いている。 

   

 

◆プログラム全体の評価（自己評価や外部評価）のあり方についてお教え願いたい。 

 

プログラム全体の評価は行っていないが、毎年、受講者と上司に対するアンケートを

行っている。 

  とにかくプログラム自体を続けることが肝要という意識で取り組んでいる。 

 

  今回、はじめて 7期生までを対象に、政策立案の実現度合いをアンケート調査した。 

 2 割程度が一定の実現に漕ぎつけている。 

  これらの数字がプログラム全体の評価そのものに匹敵している。 

 

 

◆受講者の行動変容について評価する観点は非常に参考にすべき点と考える。個々人の行

動変容を踏まえた組織そのものの変容についてのお考えをお聞かせ願いたい。 

 

  個人の行動変容が、一つのロールモデルとなるのではないか。その効果は、組織その

ものの変容にもつながると考えたい。 

  動くこと（一歩踏み出す）が大切である。 

   

 

◆コンソーシアム組織での FD・SD 事業のプログラム化を目指しており、重要なポイントな

どについてご助言いただきたい。 

 

  伊藤専任研究員・・・「文章を書く力」「統計解析力」を磨くこと、養成する機会提供

が大切ではないか。 

 

  本村専任研究員・・・集合研修の形態で、特定の大学の事例研究を通して、具体的な 

           提案をするようなメニューがあってもよいのではないか。  
















































































